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2015 年を達成年限とするミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）は，ポス
ト開発目標として，2014 年に国連総会などで議論，素案合意された「持続可能な発展目標（Sustain 





























まず次節では，持続可能性という概念やその位置づけの理解を触媒に，SDGs や MDGs と
ISO26000 の関係性を明らかにする。





Ⅱ　MDGs と SDGs，そして ISO26000
国連 MDGs は 147 ヶ国の国家元首を含む，189 の国連加盟国代表の参加した 2009 年 9 月に
開催された国連ミレニアムサミットにおけるミレニアム宣言の中で採択された開発目標であ
る。世界経済の一層の発展と秩序ある世界の構築を目指して制定された。国家，市民，そして
法人が協力して取り組むべき 8 つの目標，21 のターゲット，そしてそれらの達成度を客観的




を大きな特徴とする（高岡他 2013 参照）。2015 年度を達成年限に設定されていた MDGs は，改
に SDGs に統合される見込みが高まった。それは表 2 のように 17 の目標から構成される。そ




さて，2010 年 11 月に発行された ISO26000 は，社会的責任（Social Responsibility: SR）の包括
的目的として，持続可能な発展への寄与を掲げている（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.41-42.; p.54.）。
ISO26000 は，2001 年から企業の社会的責任に関する国際規格として検討が開始され，2009 年


















目標 6 ＨＩＶ / エイズ，マラリア，その他疾病の蔓延の防止
目標 7 環境の持続可能性確保
目標 8 開発のためのグローバルパートナーシップの推進
































事業体の存在する場として先進国や新興 ･ 途上国という如何を問わず，2 人以上のあらゆる組
織に適用されるべきである，という考えに起因する（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.52-55.）。
ISO26000 はその他の ISO 規格（たとえば ISO9000 や 14000 など）とは異なる，2 つの大きな特




しないこと，また ISO26000 を認証に使用することは適切ではない，と述べ， ISO26000 の認証
を受けるという申し出も，かつ認証を受けた／取得したという主張はあり得ず（そうしたことを
アピールすることは無知か，詐称に等しく），ISO26000 という国際規格の意図や目的にそぐわない，





研究者 ･ 機関をはじめ，労働者，消費者，人権，環境保護など様々な領域に関わる NPO/NGO
の代表が参加した作業部会の協議によって規定されている（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.259-279.）。
これが，いわゆるマルチ ･ ステークホルダー ･ アプローチである。それは多様なステークホル
ダーの，多様かつ時には対立する諸利害を，対話指向によって協議 ･ 調整し，合意を形成しよ
うとするアプローチを特徴とする（高岡 2004; 2009b 参照）。
このISO26000においては，社会的責任と持続可能な発展は，異なる概念であるとしながらも，
密接に関連し，あらゆる組織における社会的責任の推進は，多面的に，かつ基盤として，持続
可能な発展に貢献すると考えられている（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.54-55.）。
ISO26000 では，持続可能な発展の目的を「社会全体および地球のための持続可能性を実現
すること」とし，この持続可能性は特定の組織の持続可能性や継続的な存続可能性の問題を意









とする組織の意欲であると指摘している（ISO/SR 国内委員会 2011, p.48）。また ISO26000 は法令
遵守があらゆる組織の基本的義務であり，組織の社会的責任の基礎的な部分であるとの認識に
立って，組織が法令遵守以外の活動に着手することを求めており，ISO26000 はそれを奨励す




は社会の幅広い期待を理解する必要があるというのである（ISO/SR 国内委員会 2011, p.48）。
そして組織は利害をもつステークホルダーを介して，社会に影響を与えると同時にそれらの


















3-1：ISO26000 の SR 課題
中核主題として提起される 7 つの課題領域は，①組織統治，②人権，③労働慣行，④環境，
⑤公正な事業慣行，⑥消費者課題，そして⑦コミュニティーへの参画およびコミュニティーの
発展（以下「コミュニティー発展への参画」と記述）である（ISO/SR 国内委員会 2011, 6 章）。そして 7
つの課題領域それぞれに複数の細目を設けている。中核主題と各課題領域に包含される項目は












出典:ISO/SR 国内委員会（2011, p.68;p.184）を基に作成 









































































































出典：日本規格協会（2011, p.24 および 6 章）を基に作成。
表 3：ISO26000 における CSR 課題の構成
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がその目的を追求する上で，決定を下し，実施するシステム」と捉え（ISO/SR 国内委員会 2011, p.82），
規則に規定された公式なシステムとリーダーシップや組織文化などをその構成要素とする，と






文化的権利」という 2 つに大別される 8 つの課題細目が設けられている。前者は自由および生
存，法の下の平等，表現の自由に，後者は労働や教育，社会保障などに関する権利に関する課











ている課題の中身になる（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.108-123.）。







根底にあり，それへの寄与が当該領域の課題内容として求められる（ISO/SR 国内委員会 2011, 
pp.124-139.）。
次に⑤の「公正な事業慣行」は 5 つの課題細目が設定されており，当該組織が他の組織と取











達，生産，流通，廃棄）までの環境 ･ 社会への影響をモニターし，トータルに製品 ･ サービス
や事業に配慮しようとするプロダクトスチュワードシップの考えを反映した取り組みが具体的

















































7 つの諸原則は 3 つのグループに類型化でき，ステークホルダー ･ エンゲージメント原則を















としての目的を達成するための協働のシステムを形成 ･ 維持 ･ 発展させるための前提と位置づ
けられる。ビジネスや組織の成立 ･ 成功だけではなく，その前提ともなるステークホルダー ･
5）  　ここでいう国際的行動規範とは，国際慣習法，一般に受け入れられている国際法の原則，または普遍的も
しくはほぼ普遍的に認められている政府間合意から導かれる，社会的に責任ある組織の行動に対する期待の
こと，と規定されている（ISO/SR 国内委員会 2011,p.38, p.87）。具体的には，世界人権宣言，フィラデルフィ
ア宣言，国連人間環境会議，環境と開発に関するリオ宣言，持続可能な発展に関するヨハネスブルグ宣言，


















































































































































































図 5：SDGs の分類 
意思決定原則
  対話のための
   ｱｶｳﾝﾀﾋﾞﾘﾃｨ


















    目標15
図４：ISO26000 の社会的責任経営の諸原則の構造
6）  　ⓑに包含される（3）（4）以外の諸原則は CSR 論とは別の領域においても議論，提起されてきた問題でも
あるのに対して，ⓑの原則は，主に CSR 論の領域で取り上げられてきた問題で，CSR 思考をより反映した
類いの原則と解せる。
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動」とである（ISO/SR 国内委員会 2011, p.41）。またステークホルダー ･ エンゲージメント原則を，
組織が自己のパフォーマンスに関する主張のチェックにステークホルダーを巻き込むための土








ならない。つまり図 4 ではステークホルダー ･ エンゲージメント原則が中軸にあるが，社会的




CSR よりも SR という設定の方が，適用範囲は広範に及ぶ。しかし ISO26000 を支える制度
設計は，元々は株式会社企業，とりわけ所有と経営の分離した，巨大経営者企業の社会的責任
をめぐって展開されてきた「CSR」の議論に依拠している。マルチ ･ ステークホルダー ･ アプ
ローチはこの依拠を端的に示す一例である。また ISO26000 の 7 つの課題領域や細目の諸課題
は，CSR 論において，その対象として取り組みや企業経営への包含の仕方が議論されてきた，
CSR 問題としての社会問題やその変遷と符号する（ミッチェル 2003; 小山 2011; ポスト他 2012; ISO/















業を通じた社会貢献や社会的課題解決型のビジネスが求められ出している（Porter and Kramer 
2011）。
また組織統治の趣旨は，CSR 経営という枠組みの知見の進展に合致する（BSR 2002 参照）。た
とえば CSR 経営の焦点は，理論的には，システムの構築から，パフォーマンスの把握 ･ 向上
を経て，インパクトのコントロールへと移ってきている（BSR 2002; Grayson and Hodges 2004; 
Logsdon et al. 2000; 水尾 2004; 高岡 2004; Werther, Jr. and Chandler 2006 参照）。「システム構築」の段階
の焦点は CSR 経営の枠組み，体制作りにあり，CSR に取り組む PDCA サイクルの確立が主な
課題となる。「パフォーマンスの把握 ･ 向上」の段階の焦点は，CSR 経営の成果，実績の把握
と改善に主眼があり，PDCA サイクルに基づく成果の継続的改善の取り組みが課題となる。
またステークホルダーの要請や批判への対応を CSR の実践と捉え（櫻井 1991），ステークホル
ダー問題への対応実績を CSR パフォーマンスの管理対象と捉える考えもあり，ステークホル
ダーごとの対応実績，つまり各ステークホルダーの要請（ステークホルダー問題）への対応実










題も包含されており（ISO/SR 国内委員会 2011, pp.167-171, pp.181-182.），また地域開発を通じて，こ
の課題領域の取り組みが，もっとも MDGs に関連があると ISO26000 では捉えられている（ISO/
SR 国内委員会 2011, p.168）が，ISO26000 は基本的には，インパクトの社会的悪影響の抑制の段
階までを主たる射程とする。










ISO26000 において提起されている，CSR 課題へのコミットは，SDGs の達成のために特別
な行動を，企業をはじめとした諸組織に付加するわけではないが，多国籍企業をはじめ，企業
組織を中心に，多くの事業体が ISO26000 において求められている諸々の CSR 課題を企業経
営の必須として考慮し，コミットすることは，SDGs の多くの目標に寄与することに繋がる。





たとえば SDGs の目標 5 は「ジェンダー平等の達成，女性および少女のエンパワーメント」を，
目標 8 は「万人に対するディーセントワークの推進」を掲げている（表 2 参照）。ISO26000 の
中核主題の人権や労働慣行の領域ではディーセントワークや女性のエンパワーメントを CSR
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は SDGs の目標 1 の「貧困の解消 ･ 緩和」を下支えする。














の諸課題は，その多くは ISO26000 の中核主題という 7 つの課題領域に反映されているが，企
業経営にとってはコスト増をもたらす制約要因と捉えられてきた。
4-2：CSR アプローチの価値創造論理
CSR の議論は獲得した富 ･ 価値の分配や社会還元を問題にしているのではない。その利益
の獲得の仕方，つまり価値創造のあり方を問題にしている。CSR の価値創造様式は，基本的




































る。これが第 2 の部分となる。これが実現し得てこそ CSR 課題への取り組みが恒常化するこ
とになる。これらは基本的に価値増大を指向するのではなく，価値を創造するための土台とな
るシステムの整備に該当する。















































8）  　Porter and Kramer（2011, p.15）は CSV 概念の成功事例にネスレやユニリーバなどの巨大多国籍企業に





大化した際にこそ，CSR による社会的価値 ･ 利益が最大化すると捉える。CSV は，共有価値
という経済的価値と社会的価値という二つの目標を併合したものであるが，前者への寄与の高































営の SDGs や持続可能性への寄与のパスを検討してきた。ISO26000 は任意に社会的責任経営
のあり方を指導する指針であるが，約半世紀にわたる CSR 論の知見を反映した，CSR 経営の
制度とも位置づけられる。
そこに見て取れる，CSR 経営もしくは CSR という概念の特徴は，価値創造における自己を
制御するという意思決定性であった。企業利益の足枷となり，コスト増要因と捉えられる
CSR 諸課題を価値創造システムとしての企業において享受することは，それ自体，抑制的特





























al.（2014），Kiran and Sharma（2011）， そ し て Michelini and Fiorentino（2012） は，Porter 
and Kramer（2011）が構想するような CSV（つまり企業利益向上に寄与する社会的課題へのコミット















（2015 年 4 月 23 日脱稿）
本稿は，科研費基盤研究（C）「国際開発型ビジネススキームモデルとしての BoP ビジネスの調査 ･ 実証研究」（研
究課題番号：25380466）の研究成果の一部である。
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A CSR Approach to the SDGs as post-MDGs:  
An Implication from a CSR View in the Framework of ISO 26000
Nobyuki TAKAOKA
Abstract
This paper examines the contribution of the Corporate Social Responsibility (CSR) 
approach to the Sustainable Development Goals (SDGs) as post-Millennium Development 
Goals (MDGs). The CSR approach is characterized by decisions that restrain self-interest 
concerning value creation. 
Instead of pursuing pure corporate profit increase or expansion and maximization, the 
CSR approach tries to contribute to the benefit and development of both companies and 
their stakeholders and/or society while curbing their margin within a specified timeframe.
These CSR approach features derive from a consideration of ideas about organizational 
management that reflect the thinking of CSR in the framework of ISO 26000. ISO 26000 
can be considered to reflect the knowledge of CSR theory and can be positioned as a 
system of social responsibility management. Based on the purpose of social responsibility 
management, ISO 26000 is committed to the realization of the sustainable society.    
Focusing on the reflection from the management viewpoint of CSR as regulated by ISO 
26000, the aim of this paper is to clarify the characteristics of knowledge of CSR, then 
conceptually to present the potential of the CSR approach toward SDGs.
